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岐阜市 教職員サポートプラン ２０２０ 

学校における働き方改革の目的は、教職員の厳しい勤務実態を踏まえ、これまでの働き方

を見直し、教職員がこれまでの学校教育の蓄積と向き合い、自らの授業を磨くとともに日々

の生活の質や教職人生を豊かにすることで、自らの人間性や創造性を高め、子どもたちに対

して効果的な教育活動を行うことができるようになることである。 

岐阜市では、平成３０年２月より教職員サポートプランを策定し、人的配置、物的環境整

備、事業や取組等の見直しによる３つの視点から１６項目を掲げ、教育の質を維持しながら、

教職員の勤務と労務管理の適正化を推進してきた。令和元年度５～７月の在校等時間の総

時間から勤務時間を減じた時間（以下時間外勤務時間）を前年度と比べると、小学校では一

人あたり月２時間１４分、中学校では月２時間４４分の減少という成果が得られた。各校に

おいて、タイムマネジメントを意識した実践が行われた結果であるといえる。 

しかし、文部科学省から通知された「公立学校の教職員の勤務時間の上限に関するガイド

ライン」で示された時間外勤務時間の上限の目安である４５時間を超えないようにするま

でには至ってはいない。 

岐阜市教職員業務改善サポートプランの策定に当たり、前述の目的とこれまでの取組の

成果等を踏まえ、多忙化解消に向けた取組と時間外勤務の削減への具体的方途を示した。学

校の実態や個々の教職員に適切に対応できるよう、必要に応じて進捗状況を把握するとと

もに、適宜改訂を行うことで継続的な勤務・労務管理の適正化につなげていく。 

記 

１ 目標 

教職員の業務量の適切な管理を行い、時間外勤務時間が月４５時間以内及び年間３６０

時間の範囲内となることを基本目標とする。 

２ 多忙化解消に向けた取組の推進 

（１）人的配置によるサポート 

① スクールロイヤーの活用【継続】 

・学校を取り巻く多様な問題への対処のため、弁護士資格をもったスクールロイヤー

と岐阜市が連携し、学校が法的アドバイスを受けられるようにすることで、各学校

が組織的・継続的に対応し、教育活動に専念することができるような支援体制を構

築する。 

参考２ 
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 ② いじめ対策監の全校配置【新規】 

   ・いじめの未然防止、早期発見、早期対応のために、各校に１名のいじめ対策監を配

置する。事案の発生時には即時に対応できるように、校務分掌や授業時間を配慮し、

校内外において柔軟に活動する。いじめ対策監の授業の持ち時間を軽減するため

の市費常勤講師を採用する。 

③ ＩＣＴサポーターの配置・活用【継続】 

・学校を巡回し、ＩＣＴ機器を効果的に利用するための環境の整備、トラブル対応や

ヘルプ機能、ＩＣＴ機器を活用した教材・教具の提供などを担うＩＣＴサポーター

の配置と活用を図る。 

④ 運動部活動指導員の配置【継続】 

・単独で指導や大会等の引率ができる運動部活動指導員を配置することで、土日部活

動指導に係る教職員の負担軽減を図る。 

⑤ 部活動社会人指導者の活用【継続】 

・部活動顧問をサポートする部活動社会人指導者を活用し、部活動顧問の負担を軽減

するとともに、生徒が専門的でより質の高い指導を享受できることを目指す。 

 ⑥ ＳＴＥＡＭ教員の配置【継続】 

   ・科学、技術、工学、芸術、数学の頭文字であるＳＴＥＡＭ教員又は短期ＳＴＥＡＭ

教員を岐阜市立全小学校に配置している。担任の理科授業の負担を減らしながら

も、きめ細やかなで専門的な指導の提供を可能する。 

⑦ ハートフルサポーター・ティーチャー、特別支援教育介助員の配置【継続】 

・学級における児童生徒への学習支援、生活支援を担うハートフルサポーター、特別

支援教育介助員、特別な支援を要する児童生徒へ支援を加えて授業を行うハート

フルティーチャーを配置するとともに、当該職員への研修による個別指導体制の

充実を図る。 

⑧ スクール・サポート・スタッフの充実【拡充】 

   ・教職員の業務支援を図り、教職員が一層、児童生徒への指導や教材研究等に注力で

きる体制を整備するため、スクール・サポート・スタッフを配置する。スタッフの

増員と複数校に跨る配置をすすめ、スクール・サポート・スタッフ配置の効果を広

げ、より多くの教職員への支援を行う。 
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⑨ ぎふスーパーシニアの活用【継続】 

・元気で意欲にあふれ豊かな経験などを有する高齢者を、市独自にぎふスーパーシニ

アと呼んでいる。こうしたシニアを対象とした教育学講座を実施し、教授スキルの

向上を支援するとともに、学校での多面的な活用を図る。 

⑩ 市費スクールカウンセラーの配置【新規】 

・いじめの深刻化や不登校児童生徒の増加を防ぎ、子どもたちや保護者の抱える悩み

を受け止め、学校におけるカウンセリング機能の充実を図るため、臨床心理に専門

的な知識・経験を有する学校外の専門家を位置付け、積極的に活用する。

 ⑪ 業務支援人材バンクの構築【拡充】 

・教員業務アシスタントや部活動指導員、岐阜大学学生ボランティア等の外部人材の

配置を推進するため、人材バンクを構築する。 

（２）物的環境整備によるサポート 

① 校務支援システムの導入と活用【拡充】 

・統合型校務支援システムの導入により、校務を標準化し、指導要録への記載など学

習評価をはじめとした業務の電子化による効率化などを図る。さらに機能を拡充

し、校務支援を充実させる。 

② タイムカードを活用した適切な労務管理【拡充】 

・労働安全衛生法の改正により、校長や教育委員会に求められる勤務時間管理の責務

が改めて明確化されたことと、勤務時間の上限に関するガイドラインが策定され

たことを踏まえ、教職員の勤務時間管理を徹底する。岐阜市が導入した「出退勤管

理タイムカードシステム」を活用し、週休日を含めた在校等時間を確認するととも

に、学校内の業務分担の見直しや教職員間の業務量の平準化、在校等時間短縮に向

けた助言、健康維持の注意喚起を行う。 

③ 勤務時間外における留守番電話の推奨【拡充】 

・勤務時間外の電話対応を削減し、ノー残業デーや学校閉庁日の確実な実施を可能に

するために、留守番電話の活用を推奨する。 

・市教育委員会事務局が対応する緊急時連絡用電話や関係機関の連絡先の周知と、学

校の勤務時間外には緊急時以外対応を求めない旨を地域・保護者に依頼し、緊急の

必要性がある場合を除き、勤務時間外の電話対応をなくす。 

・家庭連絡用の携帯電話を各校へ貸与し、学校からの電話連絡を円滑にする。  
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④ ＩＣＴ機器、デジタル教科書等、指導支援ツールの整備【拡充】 

・タブレット等、学習をより効果的にするためのＩＣＴ機器の整備を継続し、活用を

促す。時間をかけることなく教科書の情報を豊富に提示することを可能にするデ

ジタル教科書は、教員の教材研究や資料作成にかかる負担を大幅に削減できるこ

とから継続を図る。 

・教職員用タブレットの試験導入を通して、迅速な教職員間の情報共有や労務軽減を

実証する。 

⑤ 各教科における年間指導計画（コンパス・カリキュラム）の作成【改訂】 

・小学校、中学校における全教科、全時間の指導計画を作成し、配布することで、教

員の指導計画作成および指導力向上をサポートする。 

（３）事業や取組等の見直しによるサポート 

① 適正な勤務時間の設定【新規】 

・児童生徒等の登下校時刻や、部活動、学校の諸会議等、時間外勤務の削減を妨げる

課題について検討し、教職員の所定の勤務時間を意識した登下校時刻を適切に設

定して保護者に周知する。 

② 民間企業による勤務実態の課題分析とコンサルティング【新規】 

   ・教職員の勤務調査を通して勤務の実態を客観的に把握し、取組の効果や課題の在り

様について評価を行い、通して改善策を明らかにする。 

③ スライド勤務制・月毎の変形労働時間制による勤務時間の割振りの励行【新規】 

・「超勤４項目」以外の業務について、早朝や夜間等、通常の勤務時間以外の時間帯

にやむを得ず命じざるを得ない場合の正規の勤務時間の割り振りを適正に行うた

めに、スライド勤務や月毎の変形労働時間制等の措置を講ずる。 

④ 部活動における休養日設定の確実な実施【継続】 

・スポーツ庁が作成した「運動部活動の在り方に関する総合的なガイドライン」及び

文化庁が作成した「文化部活動の在り方に関する総合的なガイドライン」、市の部

活動指針に基づく休養日（週ごとに平日１日、土日１日以上）の確実な実施を推進

する。 

・生徒にとっての休養日の確保と教職員の負担軽減の両面からの休養日の設定であ

ることを家庭・地域に周知する。 
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⑤ 全教員に対するストレスチェックの実施【新規】 

・労働安全衛生法に定めるストレスチェックについて、全ての学校における適切な実

施を継続し、メンタル不調の未然防止に努める。 

⑥ ハラスメント等の速やかな対応【新規】 

・学校指導課のハラスメント等相談窓口を周知するとともに、公立学校共済組合や各

種機関が実施している電話相談窓口等に関する資料を発出し、労働安全衛生管理

の理解と相談時の即時対応、早期解決に取り組む。 

⑦ ノー残業デー実施の推進【継続】 

・全教職員を対象としたノー残業デーを全学校で実施する。ノー残業デーの確実な実

施により、帰りやすい職場の雰囲気を生み出し、教職員各個人のタイムマネジメン

ト能力の向上が図られるようにする。 

⑧ 夏季休業期間における学校閉庁日の設定【継続】 

・夏季休業期間中の２週間程度を学校閉庁日として設定する（令和２年度は８月５日

から８月１９日の１５日間）。会議や補充学習、研修、部活動指導等の通常業務を

行わない期間とし、教職員が年次有給休暇等の取得を推進できるようにする。 

⑨ 民間企業によるマネジメント研修【新規】 

・管理職への教職員の組織管理や勤務時間の管理、労働安全衛生管理等をはじめとし

たマネジメント能力の向上に関する研修の充実を図り、課題分析を行動計画に変

えていく意識を強く持たせる。 

・学校の経営方針等において、時間配分に当たって優先すべき業務を示すとともに、

教職員の働き方に関する視点を盛り込み、管理職がその目標・方針に沿って学校経

営を行う。 

・学校評価の重点的な評価項目の一つとして、業務改善や教職員の働き方に関する項

目を明確に位置付け、学校評価のプロセスを積極的に活用していくこととともに、

学校評価と連動した業務改善の点検・評価の取組を推進する。 

・学校の教職員一人ひとりが業務改善の意識を持つために、人事評価において、働き

方も含めた目指すべき教職員の姿を提示し、一つ一つの業務について在校等時間

という観点からより効果的・効率的に進めることを配慮する。 

⑩ オンライン研修を活用した事業の見直し【新規】 

・オンライン研修の実施を通し、学校や教職員に過度な負担にならないよう配慮しな

がら、校内外の研修の精選や各種研修等に学校における働き方改革の目的や勤務
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時間を意識した働き方等に関する講義・演習を取り入れた研修を実施する。 

・市で実施している各種研修事業について、目的や研修内容等を負担軽減の観点から

見直し、実施方法および日数等を改編、事前提出資料や報告書等の削減を図る。 

⑪ 調査・統計等への回答等【新規】 

・教育委員会による学校への調査・照会について、調査の対象・頻度・時期・内容・

様式等の精査や、調査項目の工夫による複数の調査の一元化を行う。 

・学校を対象とした調査を行う場合は、調査項目の重複排除等、報告者負担の軽減

に向けた不断の見直しを行うよう配慮し、調査結果が調査対象校に共有されるよ

う取組を進める。 

・学校宛ての調査や出展依頼、配布依頼等への対応業務を軽減する観点から、教育

委員会経由での連絡や学校に頼らない児童生徒等への周知方法の検討などの協力

を要請する。 

⑫ 給食費の徴収管理の見直し【継続】 

・令和元年７月に示された学校給食費徴収・管理に関するガイドラインに基づき、学

校給食費の徴収・管理に係る教職員の業務負担を軽減するために、学校給食費の公

会計制度について調査研究を進める。 

⑬ 事務職員の配置の充実【新規】 

・事務職員への業務が過度に集中することにならないよう、共同実施を行う学校事務

室の設置を視野に入れた学校間連携の推進と学校事務の効率的な処理、事務機能

の強化を進める。 

⑭ 各校・教育委員会における実践の共有と改善【拡充】 

・子どもと向き合う時間を確保するため、各校における業務の見直しや改善、保護者

や地域と連携した創意ある取組の推進が求められる。各校における優れた実践の

共有を図り、全市的な業務改善の契機とする。 

・学校が直面してきた課題に関係があると思われる福祉部局・警察等関係機関との 

連携を促進するために教育委員会が主導して連携・協力体制を構築する。 

３ 時間外勤務削減への具体的方途 

（１） 学校及び教職員が担う業務の明確化・適正化 

教職員の業務量や役割分担を見直すために、これまで学校・教職員が担ってきた業

務への考え方を転換し、学校以外が担うべき業務、学校の業務だが必ずしも教職員が

担う必要のない業務、教職員の業務のいずれかの視点で仕分け、慣習的に行われてい
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る業務は、業務の優先順位をつけ、廃止していく。 

① 教職員の働き方改革に配慮した教育課程の編成・実施 

・教育課程の編成・実施に当たって教師の働き方改革に配慮するよう指導する。標

準授業時数を大きく上回った授業時数の実施は、学校の指導体制を整えない限り

教職員の負担増加に直結するため、標準授業時数を大きく上回った授業時数の計

画には、指導体制の整備状況を踏まえて精査して教職員の時間外勤務の増加につ

ながらないようにする。 

②  学校計画等の見直し 

・学校単位で作成される計画は、業務の適正化の観点や、計画の機能性を高めカリキ

ュラム・マネジメントの充実を図る観点から、計画の統合も含め、計画の内容や学

校の実情に応じて真に効果的な計画の作成を推進する。 

・教育委員会において、学校に作成を求めている計画等を網羅的に把握した上で、ス

クラップ・アンド・ビルドの視点に立ち、その計画の必要性を含め、整理・合理化

をしていく。 

・教育委員会において計画等のひな形を提示する際には、過度に複雑なものとせず、

ＰＤＣＡサイクルの中で活用されやすいものになるよう取り組む。各学校に対し、

新たな課題に対応した計画の作成を求める場合には、まずは既存の各種計画の見

直しの範囲内での対応を基本とする。 

③ 学校行事等の準備・運営 

・学校行事の精選や内容の見直し、準備の簡素化を進めるとともに、地域や学校等

の実情に応じて、地域行事と学校行事の合同開催等、行事の効果的・効率的な実施

や、教育活動としての要素よりも地域の記念行事としての要素が大きい行事の地

域行事への移行を検討する。 

・カリキュラム・マネジメントの観点から学校行事と教科等の関連性を見直し、従

来学校行事とされてきた活動のうち、教科等の指導と位置づけることが適切なも

のについては、積極的に当該教科等の授業時数に含める。 

④ 学校の組織運営体制の見直し 

・各学校における委員会等の組織や担当について、法令で義務付けられたものを除

き、類似の内容を扱う委員会等の合同設置や構成員の統一など、整理・統合を積極

的に図り、会議の開催回数削減等の業務効率化を進めるとともに、校務分掌につ

いて、細分化を避け包括的・系統的なグループに分ける形で整理する。 

・各主任等がミドルリーダーとして活躍するよう、単に持ち回りで分掌するのでは



8

なく、適材適所で主任を配置することを徹底する。 

・若手教職員を学校組織全体の中で支える風土を醸成し、若手教職員が得意とする

分野の能力を積極的に生かしながら、孤立することのない職場環境を築く。 

・総務・財務等に通じる専門職である事務職員は、学校運営事務に関する専門性を

生かし、より広い視点に立って、学校運営への参画を一層拡大する。 

⑤ 部活動指導の在り方 

・教職員側の意識改革を行うため、人事配置等においては質の高い授業を行う能力

や生徒指導に関する知見や経験の評価を重視し、教職員の部活動の指導力はあく

までその付随的なものとして位置づける。 

・一部の保護者による部活動への過度の期待が見られることも踏まえ、高等学校等

の入学者選抜における部活動に対する評価の在り方の見直し等に取り組む。 

⑥  給食時の対応 

・給食指導では、学校における食に関する指導の中核を担う栄養教諭や学校栄養嘱

託員がその役割を一層果たすことが求められることから、学級担任と栄養教諭と

の連携により、学級担任一人ひとりの負担を軽減する。 

・教職員の補助としてスクール・サポート・スタッフやぎふスーパーシニア、地域ボ

ランティアの参画・協力を得るなど、教職員一人ひとりの負担を軽減するための

運営上の工夫を図る。 

⑦ 進路指導業務の在り方 

・進学並びに就職の際に作成する書類について、校務支援システムの導入や様式の

簡素化、学校における集中処理期間の設定等、作業をより効果的に進める工夫を

行う。 

⑧ チームとしての学校 

・学校事務職員に加え、ハートフルサポーター、特別支援教育介助員、学校司書、ほ

ほえみ相談員、スクールカウンセラー、ＳＴＥＡＭ教員、スクールソーシャルワー

カー、特別支援教育を支援する外部専門家等の専門スタッフや、部活動指導員、ス

クール・サポート・スタッフやその他の外部人材について、役割分担を明確にした

上で参画を進め、専門スタッフ等が学校に対して理解を深め、必要な資質・能力を

備えることができるような研修等を実施する。 


